
— 1 —

計 算 書 類 に 対 す る 注 記

1．重要な会計方針

（1）棚卸資産の評価方法について

　　　棚卸資産の評価方法………最終仕入原価法により評価している。

（2）固定資産の減価償却について

　　　有形固定資産………定率法による減価償却を実施している。

（3）積立金の計上基準について

　　　退職手当積立金……期末退職手当の所要額等を勘案し計上している。

（4）資金の範囲について

　　　�資金の範囲には、現金、預金、未収金、未払金、前払金及び立替金、借入金、預り金を含め

ている。

　　なお、当期末残高は、下記 2 に記載するとおりである。

（5）消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は税込方式によっている。

2．次期繰越金の内容は、次のとおりである。

3．固定資産の取得額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

（単位：円）

科 目 取 　 得 　 額 減 価 償 却 累 計 額 当 期 末 残 高

器 具 備 品 29,926,545 27,383,406 2,543,139

科 　 　 目 当 期 末 残 高 科 　 　 目 当 期 末 残 高

資産の部 負債の部

現 金 89,956 未 払 金 1,862,209

銀 行 預 金 224,491,870 預 り 金 1,326,692

支 部 資 金 2,378,219

未 収 金 1,080,000

前 払 金 2,268,273

合 計 230,308,318 合 計 3,188,901

次期繰越金 227,119,417
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4. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

5. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（記載上の留意事項）

基金からの充当額がある場合には、財源の内訳として記載するものとする。

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

　退職給付引当資産 19,504,331 3,990,000 2,680,000 20,814,331

　研究開発引当資産 80,367,923 0 0 80,367,923

　記念事業引当資産 1,969,360 0 0 1,969,360

合　　　計 101,841,614 3,990,000 2,680,000 103,151,614

科 目 当期末残高 （うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）（うち負債に対応する額）

特定資産

　退職給付引当資産 20,814,331 0 0 20,814,331

　研究開発引当資産 80,367,923 0 80,367,923 0

　記念事業引当資産 1,969,360 0 1,969,360

合　　　計 103,151,614 0 82,337,283 20,814,331


